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行政だより

平成25年度浄化槽推進関係予算(案)の概要
平成25年1月29日 環境省浄化槽推進室

1. 健全な水循環に資する浄化槽の整備促進

汚水処理施設の効率的・効果的な整備を図るとともに、循環型社会の形成を推進するため、健全な

水循環に資する浄化槽整備の一層の促進に必要な予算を計上。

○ 循環型社会形成推進交付金 8, 421百万円

・市町村の自主性と創意工夫を活かしながら浄化槽の整備を推進するための予算。

浄化槽整備事業の内訳 【单位:百万円】

平成24年度
予算額

平成25年度
要求額

対前年度比

循環型社会形成推進交付金 (8, 990 (8, 998) (100. 1)

8, 421 8.421 100.0

※別途、東日本大震災復興交付金として復興庁に一括計上。

注:上段( )は、内閣府[沖縄〕、国土交通省[北海道、離島]計上分を含めた額

※上記の他、内閣府に地域再生基盤強化交付金〈汚水処理施設整備交付金)を計上
総額502億2千万円の内数

・地域再生計画に基づいて、環境省、農林水産省、国土交通省所管の汚水処理施設の整備を

効率的に行うための、事業間での融通や年度間での事業量の変更が可能な予算。

2. 国の支援措置の充実・強化のための助成制度の見直し

改 低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業の延長

22年度から24年度にかけて実施してきた低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業 (市町村設置型、

個人設置型)について、日本における温室効果ガスの削減目標達成のための浄化槽分野における

CO2削減対策の促進を図るため、制度を延長する。

※ 低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業

温室効果ガス削減に貢献する省エネルギー型浄化槽 (省電力型ブロワを装備)の整備について、

一定の要件を満たすものに、より手厚い財政支援を行う。
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3. 浄化槽整備等のための支援強化

改 净化槽整備事業計画支援事業費 8百万円

我が国の汚水処理施設の未普及人口の解消を図るため、市町村による浄化槽整備事業計画の策定支援

を行うとともに、国交省及び農水省とも連携し、生活排水処理施設整備計画及び都道府県構想の策定

支援を図る。

○ 浄化槽有効利用・技術開発調査検討費 9百万円

施工性や維持管理のしやすさ及び有効利用を考慮した、災害時に導入が容易となる浄化槽システムに

関する技術的検討を行う。また、地震・津波等の災害に耐えうる浄化槽の技術的問題や新技術の導入

可能性について、技術的観点からの調査を行う。

○ し尿処理システム国際普及推進事業費 14百万円

国連ミレニアム開発目標に掲げられた国際的な衛生問題の解決のため、国際ネットワークを活用し、

我が国の分散型処理システムの海外への導入具体化に向けて調査を行う。

また、し尿処理に関する現地調査及び技術移転の方向性に関する検討を行い、我が国のし尿処理技

術の普及に向けた一層の取組を展開する。

4. その他

<東日本大震災復興交付金として復興庁計上

○ 低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業

東日本大震災により被害のあった地域における、低炭素社会対応型浄化槽(市町村設置型・個人設置型)
及び通常型浄化槽(個人設置型)の迅速な整備について財政支援を行い、被災地の生活排水対策の早期

回復を図る。
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